
大府市専用水道水質検査等実施要領 

 

第一 目的 

  この要領は「愛知県水道水質管理計画」に規定される水質検査及び水質管理に関し、本

市における必要な事項を定める。 

 

第二 適用対象 

  この要領の対象は、市内の専用水道設置者（以下「設置者」という。）とする。 

 

第三 水質検査項目 

  この要領に定める水質検査項目は、水道法施行規則（昭和32年厚生省令第45号）（以下

規則という。）第15条第１項第１号イに規定される「毎日検査項目」、水質基準に関する

省令（平成15年厚生労働省令第101号）（以下「省令」という。）に規定される「水質基準

項目」、水質基準に関する省令の制定及び水道法施行規則の一部改正等について（平成15

年10月10日付け健発第1010004号厚生労働省健康局長通知）において定められた「水質管理

目標設定項目」及び水道水質管理計画の策定に当たっての留意事項について（平成４年12

月21日付け衛水第270号厚生省生活衛生局水道環境部水道整備課長通知）で示された「原水

の汚染の程度を表し、浄水処理等の工程管理のために有用な項目」（以下「原水管理項

目」という。）並びに「要検討項目」とする。 

 

第四 水質検査実施内容 

 １ 採水場所 

    設置者は、水質検査に供する水の採取場所たる給水栓の選定に当たっては、原則と

して配水系統ごとに１地点以上選定すること。（ただし、一の配水系統において検査

を行うことにより、他の配水系統において供給される水が水質基準に適合するかどう

かを判断できる場合を除く。） 

なお、検査項目ごとに異なった給水栓を選定しないこと。 

    また、検査に供する水の採取場所の数は、当該水道により供給される水が水質基準

に適合するかどうかを判断できるよう、水道の規模に応じ、水源の種別、浄水施設及

び配水施設ごとに合理的な数となるよう設定するとともに、配水管の末端等水が停滞

しやすい場所も選定すること。ただし、規則第15条第１項第２号に従い、給水栓のほ

か、浄水施設の出口、送水施設又は配水施設のいずれかの場所を採水の場所として選

定することができる。 

  

 ２ 定期検査 

(1) 毎日検査項目 

設置者は、規則第15条第１項第１号イに従い１日１回以上行う色及び濁り並びに消

毒の残留効果に関する検査を実施すること。 

  

  (2) 水質基準項目 

    設置者は、水質基準項目の水質検査を、規則第15条第１項第３号及び第４号に定め

る検査頻度に従い実施すること。 

     



(3) 原水検査 

設置者は、全ての水源の原水について、水質基準項目（省令の表の21から31及び48

の項目を除く。）の水質検査を、水質が最も悪化する時期を含んで１年に１回以上実

施すること。 

    また、低減化処理を行っている項目にあっては、必要に応じ、検査回数を増加して

実施すること。 

    ただし、水道用水供給事業者又は水道事業者からの供給水のみで給水している送配

水場系統を有している設置者における当該送配水場原水の水質検査は、水道用水供給

事業者又は当該水道事業者が、供給地点又は供給地点と同等の水質と考えられる検査

地点において実施する水質検査に替えることができるものとする。 

     

  (4) 水質管理目標設定項目等 

    設置者は、将来にわたり水道水の安全性の確保等に万全を期する見地から水質管理

目標設定項目、要検討項目及び原水管理項目の検査の実施に努めること。 

    なお、給水栓の採水場所は水質基準項目と同一場所とし、必要に応じて原水におい

ても検査を実施すること。 

   

３ 臨時検査 

  水道水が基準値を超過するおそれがある次の(1)から(6)の場合は、水質基準項目等の

うち必要な項目について、直ちに、給水栓水等の水質検査を行うとともに、必要に応じ、

原水の水質検査も行うこと。 

  (1) 異常な渇水、洪水時等において原水の水質が著しく悪化したとき、又はそのおそれ

があるとき。 

  (2) 水源の上流で汚染事故が発生したとき等において原水の水質に異常があったとき、

又はそのおそれがあるとき。 

  (3) 水源付近、給水区域及びその周辺等において、消化器系感染症が流行しているとき。 

  (4) 浄水過程に異常があったとき。 

  (5) 水道工事等による断減水があったとき等水道施設が著しく汚染されたおそれがある

とき。 

  (6) その他特に必要が認められるとき。 

 

第五 報告 

 １ 水質検査計画の報告 

   設置者は、水質検査計画を前年度末日までに市長あてに報告すること。 

 

 ２ 水質検査結果等の報告 

   設置者は、第四の水質検査の検査結果及び水道給水フロー図等を翌年度５月末日まで

に「愛知県水道水質検査等実施要領」に定められている様式により、市長あてに報告す

ること。 

   ただし、水道統計調査の水質編又は設置者が独自に作成する水質年報等を提出するこ

とで、様式による報告を省略することができる。 

 

第六 水質異常時の対応 

 １ 省令の表の１から31までの項目の対応 



(1) 基準値超過が継続することが見込まれる場合の措置 

設置者は、基準値超過が継続することが見込まれ、人の健康を害するおそれがある

場合には、水道法第23条の規定に基づき、直ちに取水又は給水の緊急停止措置を講じ

るとともに、市長へ通報を行い、当該水の使用が危険である旨を住民等関係者にテレ

ビ、ラジオ、広報車等を用いて周知するとともに、応急給水等を適切に行うこと。 

    人の健康を害するおそれがある場合とは、次のような場合が考えられる。 

   ア 水源又は取水、導水の過程にある水が、浄水操作等により除去を期待するのが困

難な病原微生物若しくは人の健康に影響を及ぼすおそれのある物質により汚染され

ているか、又はその疑いがあるとき。 

   イ 浄水場以降の過程にある水が、病原微生物若しくは人の健康に影響を及ぼすおそ

れのある物質により汚染されているか、又はその疑いがあるとき。 

   ウ 塩素注入機の故障又は薬剤の欠如のために消毒が不可能となったとき。 

   エ 工業用水又は農業用水等の水管等に誤接合されていることが判明したとき。 

また、水源又は取水、導水の過程にある水に次のような変化があり、給水栓水が水

質基準値を超えるおそれがある場合は、直ちに取水を停止して水質検査を行うととも

に、市長へ通報し、必要に応じて給水停止・関係者への周知を行うこと。 

   ア 不明の原因によって色及び濁りに著しい変化が生じたとき。 

   イ 臭気及び味に著しい変化が生じたとき。 

   ウ 魚が死んで多数浮上したとき。 

   エ 塩素消毒のみで給水している水道の水源において、ごみや汚泥等の汚物の浮遊を

発見したとき。 

 

(2) 水質異常の早期発見 

   設置者は、原水における水質異常を早期に把握するため、常に水源の監視を行うとと

もに、原水による魚類の飼育、自動水質監視機器等の導入を図ること。 

   また、平常時より関係行政機関の協力を求め、水源付近及びその後背地にある汚染    

源又は汚染源となるおそれのある工場、事業場、ゴルフ場等の立地状況及び汚染物質の

使用並びに排出状況等の把握に努めること。 

 

 ２ 省令の表の32から51までの項目の対応 

   設置者は、基準値を超過し、生活利用上又は施設管理上障害の生じるおそれのある場

合は、直ちに原因究明を行い、必要に応じ当該項目に係る低減化対策、取水・給水の停

止及び市長への通報等を実施すること。 

   なお、色度、濁度のように、健康に関連する項目の水質汚染の可能性を示す項目や、

銅のように過剰量の存在が健康に影響を及ぼすおそれのある項目については、上記１の

対応と同様に扱うこと。 

 

 ３ 原水の対応 

設置者は原水の水質検査結果に基づき、次により原水水質の維持管理強化を図ること。

（省令の表の１及び２の項目並びに低減化処理を行っている項目等を除く。） 

(1) 基準値を超過した項目 

水質検査結果が省令に規定する基準値を超過した場合は、直ちに給水栓水の水質検

査を行うとともに、当該検査項目について当該原水の水質検査を少なくとも１か月毎

に１回以上相当期間実施すること。 



(2) 基準値の50％を上回った項目 

水道原水の水質動向を確認するため、水質検査計画の検査実施回数の見直し等を行

い水道水の安全確保に係る管理計画を策定すること。 

(3) 基準値の70％を上回った項目 

    上記(2)の対策を実施するとともに、健康に影響を与える項目については、低減化

対策について検討すること。 

 

 ４ 水質管理目標設定項目等の対応 

   設置者は、水質管理目標設定項目等が目標値等を超過し、水質管理上障害の生じるお

それのある場合は、直ちに原因究明を行い、人の健康を害するおそれがある場合は、当

該項目に係る低減化対策、取水・給水の停止及び市長への通報等を実施すること。 

 

 ５ 水質異常時の危機管理体制の整備 

   設置者は、水源の汚染又は汚染のおそれが発見された時に、直ちに上記１から４の対

応がとれるよう危機管理マニュアル等を作成し、関係行政機関（市、警察、河川管理者

等）及び関係機関（水資源機構、漁業協同組合等）等への通報体制を整備するとともに、

同体制を関係者に周知すること。 

   また、水源の汚染等の発見の連絡通報があった場合における、設置者での組織内部の

連絡網についても危機管理マニュアル等に明記すること。 

 

 ６ 摂取制限を伴う給水継続の実施 

   設置者は、「水質異常時における摂取制限を伴う給水継続の考え方について」（平成

28年３月31日付け生食発0331第２号から第４号）に基づき、長期的な健康影響をもとに

基準値が設定されているものについて、一時的に基準値超過が見込まれる場合に、摂取

制限を伴う給水継続を行うことができる。 

   なお、その場合においても、直ちにその実態把握を行うとともに、その原因を究明し、

必要に応じて低減化対策を実施するとともに、水道利用者に対し、応急給水により飲用

水を確保すること。 

   また、水道利用者に対する周知及び摂取制限の解除の方法についても、あらかじめ検

討しておくこと。 

 

第七 クリプトスポリジウム等の対策 

   水道水中のクリプトスポリジウム等対策の実施については、「愛知県内の水道事業等 

  におけるクリプトスポリジウム等対策方針」（平成19年９月11日19生衛第578号愛知県 

  健康福祉部健康担当局長通知）により的確に対策を講じること。また、「愛知県内の 

  水道事業等におけるクリプトスポリジウム等対策方針」に定められている様式につい 

  て前年度分を翌年度５月末日までに、市長あてに報告すること。 

 

第八 浄水処理対応困難物質への対応 

   「「浄水処理対応困難物質」の設定について」（平成27年３月６日付け健水発0306

第１号から第３号）に基づき、水道水源の上流で浄水処理対応困難物質を水道水源

に排出する可能性のある事業者等を把握し、該当がある設置者は、浄水施設に対す

る当該物質によるリスクの把握に努めること。 

 



第九 その他 

自ら水質検査（第四の２(1)の検査を除く。）を実施している設置者は、水質検査に当

たって、毒物及び劇物取締法等関係法令に基づき試薬等の管理を行うとともに、水質汚濁

防止法等関係法令に基づき検査廃液、使用済みの試薬等の処理を行うこと。 

 

附 則 

 この要領は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成27年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成29年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則 

 この要領は、平成31年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和６年１月１日から施行する。 


